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２ 参画の手法の実施状況 

 

 参画については、条例に規定された参画の手法の実施状況調査に基づき、市の参画への取組状

況の検証を行い、市民等の視点から参画の推進に関する議論を行いました。 

 

（１） 参画の実施状況全般について 

【参画の機会の確保】 

   平成２５年度の参画の機会の確保については、９７件の案件中、対象外としたのは３件

のみで、特に審議会については、参画の対象として特に定められているもの以外で市長が

必要と認めるものとして７０件の審議会を開いており、市民の意見をより多く取り入れよ

うとしていることが分かりました。〔表１〕 

更なる参画の推進のために、条例に規定された要件に満たない案件でも、市民等の関心

度に応じて参画の手法を実施することや、案件に関係の深い団体等への意見聴取の有効な

手法として、アンケートの積極的な実施などを期待します。 

また、参画の手法の選択の基準、実施時期、実施内容などについてのガイドラインを設

けると、全体としての水準が上がるのではないかと考えます。 

 

   【参画の手法の実施に関する事項の公表】 

  参画の手法の実施に関する市民等への情報提供については、さらなる取組の強化が必要

です。市民等に分かりやすい情報発信をすることや、市内部で横断的に情報発信に取組む

必要があると考えます。 

  また、市民等の意識の向上も必要で、それを促すような市からの情報提供に期待します。 

 

〔表１〕 

手法 

対象区分 

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ 
ｺﾒﾝﾄ 

審議会等 意識調査 公聴会等 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 対象外 合計 

計画等 ５ 件 １１ 件 ２ 件  １ 件 １ 件 ２０ 件 

条例等 ３ 件 １ 件    ２ 件 ６ 件 

施設の計画等       ０ 件 

その他  ７０ 件  １ 件   ７１ 件 

合計 ８ 件 ８２ 件 ２ 件 １ 件 １ 件 ３ 件 ９７ 件 

 

 

（２） パブリックコメント 

  パブリックコメントについては、意見の提出数が非常に少ない状況にあります。〔表２〕

市民等への周知の仕方や、意見を出しやすい項目設定の仕方などの工夫が必要です。 

  また、パブリックコメントの前にアンケートやワークショップを実施していれば、その

結果を公表したり、意見提出者への受付の通知を行う等、市民等の関心を高める工夫も必

要です。 
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〔表２〕 

 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

実施件数  ８ 件 ７ 件  ８ 件 

提出者数  ８ 人 ４ 人  ９ 人 

意見数 １９ 件 ４ 件 ２９ 件 

 

 

（３） 審議会等 

【委員の選任状況】 

  公募による委員のいる審議会等の割合は年々増加してきており、引き続き積極的な公募

の実施に期待します。 

しかし、団体からの推薦による委員については、同じ方が複数の委員を長期にわたって

続けている審議会等も見受けられます。できるだけ多くの人が、審議会等に参加して多様

な意見を市政に反映させていくことが重要なので、団体からの推薦の際には、代表者以外

の人も推薦してもらうなどの工夫が必要です。 

  また、会議に出られた市民の皆さんが、様々なコミュニティの中でアピールしていただ

き、市民の側からも新たな市民を取り込んでいく工夫があればよいと考えます。 

 

女性委員の割合については、過去３カ年はほぼ横ばいで推移しています。今後女性の比

率を高めていくためには、一律に女性比率３０％を目標とするのではなく、審議会の内容

によって重点的に女性の比率を高めるなどの工夫が必要です。 

また、会議の開催を早めの時刻に設定する等、女性が出席しやすい環境を整えることや、

各団体の推薦を受けられる役職への女性の進出が進むことなども必要です。 

 

〔表３〕 

 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

公募委員のいる審議会等の割合 １５．６ ％ １７．３ ％ ２４．４ ％ 

女性委員の割合 ２０．３ ％ ２２．１ ％ ２１．７ ％ 

 

【会議の公開及び会議録の公表】 

   審議会等の実施に関する事項の公表については、開催案内の公表、会議の公開、会議録

の公表のいずれも徐々に向上してきていますが、会議録の公表については低い水準に留ま

っており、更なる改善を望みます。〔表４〕 

 開催案内の公表は、紙による掲示だけでなくホームページ等でも積極的に周知をしてい

くべきですが、審議会等に関心があっても時間的な理由で傍聴に来られないという人も多

いようです。どういう議論の経過を経て結論が出たか、市民に知る権利があると思います

ので、そのような市民のために、会議録については積極的に公表すべきです。 

そうした取組が、市民の市政に関する意識の醸成につながり、ひいては更なる参画の推

進にもつながります。 
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〔表４〕 

 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

開催案内を公表した審議会等の割合 ６４．２ ％ ６４．２ ％ ６８．９ ％ 

会議を公開した審議会等の割合 ６１．２ ％ ６２．７ ％ ７１．６ ％ 

会議録を公表した審議会等の割合 １３．４ ％ １７．９ ％ ２９．７ ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

３ 協働の推進に関する基本的事項 

 

 協働については、事務局が実施した協働事業実施状況調査の結果などからも分かるように、過

去から自然発生的に行われてきた協働による取組は多数存在しています。しかし、自然発生的で

あったがために協働の捉え方が明確ではなく、その効果が十分に発揮されているとはいえない事

業も多いと感じます。そこで、協働の範囲や形態、協働で事業を行う場合の基本原則など、今後、

協働を推進する上で市長等と市民等が共通認識しておくべき事項の検討を通して、防府市の協働

のあり方について議論しました。 

 

（１） 協働の領域、形態 

【協働の領域】 

   協働については、委員の中でも捉え方は様々で、「市民の幸福のためにあった方が良いが

本来の市の義務的な事業ではないものを、市民の力も借りて行うこと。」とする意見や、「協

働の領域は非常に広いので、どんな形態であろうと市民と市長がやることは全て協働と捉え

ればよい。」とする意見などがありました。 

   しかし今後、協働を進めるうえで、一定の共通認識をしておく必要があることから、現段

階の防府市の協働を下図のように捉え、後述する協働の形態と合わせて、協働の全体像につ

いての共通認識とすることとしました。 

 

〔図１ 事業へのかかわり方で捉えた協働の領域〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔図２ 協働の対象となる公共の範囲〕 
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り発生した新たな 
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【協働の形態】 

    協働の形態については、事務局が行った協働事業実施状況調査の結果や、近隣の類似団

体や山口県との比較等から、当面は委託、補助、共催、実行委員会、事業協力、後援の６

つに分類することで良いと考えます。〔表５〕 

    ただし、補助と助成のように市民に違いが分かりにくい表現等に対する配慮や、各事業

形態が協働の領域のどのあたりに位置するのか分かりやすくしておくなど、市民等が協働

による関わりを容易に認識できるようにすることが必要です。 

 

  〔表５〕 

委託 市が実施すべき事業のうち、地域コミュニティや市民活動団体等の

専門性等に着目し、委託先を地域コミュニティや市民活動団体等に限

定して実施する事業形態 

補助 地域コミュニティや市民活動団体等が主体的に実施する事業に対

し、市が資金を補助する事業形態（補助金、助成金、交付金） 

共催 地域コミュニティや市民活動団体等と市が共に主体となり、それぞ

れの特性を生かして実施する事業形態 

実行委員会 市が地域コミュニティや市民活動団体等と実行委員会や協議会を構

成し、主催者となって実施する事業形態 

事業協力 共催以外の形態で、地域コミュニティや市民活動団体等と市が、そ

れぞれの役割分担のもと、一定期間継続的な関係で協力し合いながら

実施する事業形態 

後援 地域コミュニティや市民活動団体等が実施する公益性を有する事業

に対し、市が後援名義の使用を承認する事業形態 

 

 

【委託について】 

協働の形態のうち委託については、協働としての委託と、従来からの単なる外部委託と

の違いについて明確にしておく必要があります。 

委託事業のなかでも、業務に関わる全ての条件が市から指定されていて、民間のノウハ

ウや特性が活かされていない委託事業は、単なる外部委託であり、対等なパートナーとし

て協働しているとは言えません。 

    協働の括りの中での委託事業については、単なる下請にならないような委託のあり方、

経費削減のために行う外部委託という形ではない委託のあり方を考える必要があります。 

    そこで、本市における協働としての委託は、市民等の意見を仕様書に反映させる等、市

民等の能力を活かすための手段を講じながら行う委託とし、財政効率だけを重視したもの

や市民等のアイデアや特性の入る余地の無いものは協働の範囲からは除くという整理の

仕方が適当だと考えます。 

市民等の意見を仕様書等に反映させる具体的な方法については、公平性の確保や協働事

業に求められる柔軟性などの観点から、今後十分な研究が必要です。 
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（２） 協働の基本原則 

    協働による事業を進めるうえでの基本原則として示された、①目的共有の原則、②対等

の原則、③相互理解・補完の原則、④責任の明確化と時限化の原則、⑤公開の原則、⑥自

主性尊重の原則、⑦自立化の原則、⑧評価の原則の８つについて、防府市の協働のあり方

として適当なものであるか議論しました。〔表６〕 

    その結果、各原則については条例の趣旨からも概ね適当であると考えますが、これらの

基本原則に基づいた評価項目や評価基準を設定する際には、防府市の実状に合ったものを

設定する必要があり、いくつか留意すべき点があります。 

     

  〔表６〕 

目的共有の原則 ● 最終目的はみんなが幸せに暮らせること 

 協働する担い手同士は、協働しようとする事業の意義・目的を理

解し、相互に共有する 

対等の原則 ● お互いは対等なパートナー 

 協働の担い手同士は、同じ課題解決の当事者であり、対等なパー

トナーである 

 お互いが依存したり、指示したりしない横の関係で協働を進める 

相互理解・補完の原

則 

● お互いの違いを認め合い、補い合おう 

 お互いの立場や特徴、長所や短所などの違いを理解し、相手を尊

重して、よりよい協働関係の構築に努める 

 お互いの能力や資源を持ち寄り、補い合いながら協働を進める 

責任の明確化と時

限化の原則 

● 事業の期限を限り、責任をもって役割を果たそう 

 協働の担い手同士は、自立した存在として役割分担をし、各々の

責任の範囲を明確にするとともに、事業の期限を限ることで目標を

明確にして、責任を持って事業を進める 

公開の原則 ● 説明責任を果たそう 

 協働事業の内容、協働相手の選定基準、選定方法などの情報が公

開され、協働のプロセスをオープンにすることにより、市民と行政

がそれぞれの説明責任を果たす 

自主性尊重の原則 ● 自主性を尊重しよう 

 市民等の柔軟性や即応性、専門性などの長所を十分に活かすため

に、行政の下請けとせず、市民等の自主性を尊重する 

自立化の原則 ● 自立した存在になろう 

 協働のパートナーとして、自立した独自の事業を展開できる団体

等が多く育っていくことが、これからの地域社会では重要であり、

市からの支援を受ける場合においても、単なる依存を避け、自立し

た存在として主体的に協働を進める 

評価の原則 ● 活動の成果を評価し、次の活動に活かそう 

 協働事業の経過や成果、または効果などについて、協働の担い手

がそれぞれ自己評価したり、その結果をお互いが共有して振り返り

を行う等して、その結果を次の協働に活かす 
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【自立化の原則】 

    自立化の原則については、市民活動の歴史が古く規模の大きなＮＰＯや、社会貢献活動

に積極的な大企業がたくさん存在している大都市や先進地との違いを踏まえ、防府市なり

の内容を検討する必要があります。 

    また、ここで評価の対象となるのは、市民等だけではなく、市長等が市民等の自立を促

す関わり方をしているかどうかも対象とすべきです。安易に資金を提供するだけのような

支援ではなく、市民活動団体の育成という観点を踏まえ、どのような取組をしているかを

第三者の視点からも評価する仕組みが望まれます。 

 

【評価の原則】 

    評価の原則で最も重要なことは、評価の結果から改善策を検討し、次回の協働に反映さ

せていくことなので、その点を踏まえた評価の仕組みを構築することが必要です。 

    また、各基本原則に対応する評価項目や評価基準をどのように設定するかは、実際に協

働による事業を進めていくうえで非常に重要になるので、協働の一方の担い手である市民

等の意見を聞きながら策定していくことが必要です。 

「経費の効率化」については基本原則としては示されていませんが、協働の意義として

経費の効率化に資する面も無視できません。協働という手法を選択する際や事業の評価を

行う際に、経費の効率化に関する評価項目を設けることも検討してください。 
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４ 協議会の概要 
（１）開催状況 

 開催日 内容 

第１回 平成２６年３月１９日 ・ 防府市参画及び協働の推進に関する条例制定の経緯

と概要について 

・ 本協議会設置の趣旨説明 

・ 今後の進め方 

第２回 平成２６年５月２１日 ・ 参画の手法の実施状況の調査結果について  

・ 参画の現状に対する検証 

第３回 平成２６年７月２３日 ・ 防府市を取り巻く現状について 

・ 参画の現状に対する検証 

・ 協働の現状に対する検証 

第４回 平成２６年１０月１日 ・ 協働の範囲・形態について 

・ 協働の基本原則について 

第５回 平成２６年１１月１２日 ・ 参画及び協働の推進に関する意見書（案）について 

 

（２）委員名簿                                 （敬称略） 

NO 区分 氏名 所属団体名等 

１ 学識経験者 坂本 俊彦（委員長） 山口県立大学附属地域共生センター 

２ 学識経験者 速水 聖子（副委員長） 山口大学人文学部 

３ 
団体等から推薦
された者 

土井 章 防府市自治会連合会 

４ 
団体等から推薦
された者 

原田 明 防府商工会議所 

５ 
団体等から推薦
された者 

山野 悦子 防府市市民活動支援センター 

６ 
団体等から推薦
された者 

山本 亨 防府市社会福祉協議会 

７ 公募による者 阿部 裕子  

８ 公募による者 伊藤 達二  

９ 公募による者 田村 圭史郎  

10 公募による者 田村 浩行  

  ○任期：平成２６年３月１９日から平成２８年３月１８日まで 


